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1．初 め に
　今，わが国での各地方自治体では地方版総合戦略で成果を得るため，①「稼ぐ力」を引き
出すこと，②「地域の総合力」を引き出すこと，③「民の知見」を引き出すことを官民協働
で生み出し，魅力あるまちであり続けられるかが問われている（「まち・ひと・しごと創生
基本方針2015」）。実際に都市において活動を行う民間事業者および関連する住民との官民
協働により，地方公共団体の枠組みを超えた戦略やエリアマネジメントを進めることが求
められているのである。しかし，このような戦略策定と戦略策定のためのプラットフォー
ムの形成は，日本ではまだ模索されている段階であり，また，それを進める枠組みやシス
テムも構築できていない。
　「民の知見」を引き出す手段の一つとしてパブリックコメント制度（意見公募手続制度）
がある。欧米に倣い，日本においても，公的な機関が命令等（政令，省令など）を定めよう
とする際に，あるいは計画等を策定する際に，広く一般より意見を募り，その意見を考慮
することにより，行政運営の公正さの確保と透明性の向上を図り，国民・市民の権利利益
の保護に役立てることを目的に導入された制度である。
　この制度において，“広く一般より意見を募り，その意見を考慮する”ことが十分にでき
ていれば，「民の知見」を引き出すことも出来ると言えるが，現状としては限定的な“考慮”
に留まっているという指摘が制度導入以降に幾度となく出されている
例えば 1）, 2）
。また，意
見が全く提出されないパブリックコメント手続が約40％を占めていて，提出意見数が10件
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要　　約
　本論文では，魅力あるまちであり続けるために必要な「民の知見」を引き出す手法について検
討した。施策の意思決定過程等における市民参画として，日本ではパブリックコメント制度（意
見公募手続制度）があるが，意見が出されないこと，意見が出されても原案修正に至ることが少
なく，「民の知見」を引き出せていない。まちづくりにおいて「民の知見」を引き出すための手法
を見出すため，Portland市における Public Involvementの状況を都心再開発事業と都市中心部開
発戦略について分析し，計画策定と政策策定への市民意見の反映として，創案とその情報提供，
意見獲得，案修正というスキームが積層的に構築されていることを明らかにした。
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以下のものと合わせると約80％を占めるだけでなく，原案に対して意見が提出されたとし
ても，修正率は20～30％に留まっているという調査結果（2001年から2008年の間のデータ。
法定パブリックコメントに限る。）も示されている
3）
。さらに，市民参加・協働条例の整備
も 3割に留まっている実態
4）
であって，「民の知見」を引き出す状況を生み出せていない。
加えて，筆者が会長として関わった，広島市・広島県・ 広島商工会議所・（公財）広島県
サッカー協会による要請により設置された「サッカースタジアム検討協議会」において，【広
島に相応しいサッカースタジアムについて】について，1年半に及ぶ協議を経て“候補地の
優位性や課題等を整理しながら議論を進め，「旧広島市民球場跡地」と「広島みなと公園」
の 2箇所を候補地とする”と提言したものの，候補地となった地域の住民や事業者からの
反発を招き，スタジアム整備の計画立案・建設が遅々として進まない状況に陥ったのも，
「民の知見」を十分に引き出せなかったことが大きな要因であると考える。
　そこで，「民の知見」を引き出すためのパブリックコメントを含む市民意見を反映する制
度のあり方について，まちづくりの分野において考察していく。
2．パブリックコメント制度の実情
　パブリックコメント制度（意見公募手続制度）とは，行政機関が何らかの政策決定を行う
前に，政策案の案または資料を公表し，一定期間を設けて国民・住民の意見を募集し，提
出意見の採否を理由とともに公表する手続きのことである。平成17年 6 月の行政手続法改
正により法制化され，それまでの「規制の設定または改廃に係る意見提出手続（平成11年閣
議決定）」に基づく意見提出手続に代わって導入された。
　この制度の手続等は行政手続法（第 6章）により，次のように定められている。
○　命令等制定機関は，命令等を定めようとする場合には，当該命令等の案及び関連資 
　　料をあらかじめ公示し，意見提出期間等を定めて広く一般の意見を求めなければな 
　　らない（第39条第 1項）。
○　命令等制定機関は，意見提出期間内に命令等制定機関に提出された命令等の案につ 
　　いての意見を十分に考慮しなければならない（第42条）。
○　地方公共団体は，同手続について，行政手続法の規定の趣旨にのっとり，行政運営 
　　における公正の確保と透明性の向上を図るため必要な措置を講ずるよう努めなけれ 
　　ばならない（第46条）。
　また，対象となる命令等は，政令，府省令，処分の要件を定める告示，審査基準，処分
基準，行政指導指針である（※適用除外：第 3条第 2項及び第 4条第 4項，第39条第 4項
各号に該当するものや「命令等」に該当しないものであっても，各行政機関の任意により，
意見公募手続が行われる場合がある。）
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1）国の行政機関によるパブリックコメント
　国の行政機関の場合の意見公募手続の流れは図－ 1に示すものとなっており，「電子政府
の総合窓口（e–Gov）」のウェブサイトを利用して意見を提出することができるようになっ
ている。各意見公募案件の担当部局が定める適宜の方法（電子メール，FAX等）で意見を
提出することができる。なお，意見の提出期間は，原則として案の公示日から起算して30
日以上とされている。
　パブリックコメントを実施して命令等を制定した国の行政機関は，当該命令等の公布と
同時期に，（ 1）命令等の題名，（ 2）命令等の案の公示日，（ 3）提出意見及び（ 4）意見に
対する行政機関の考え方について公示を行う。また，パブリックコメントにおいて提出意
見がなかった場合は，意見提出がなかった旨，パブリックコメントを実施したものの命令
等を制定しないこととした場合は，制定しない旨を同様に公示する。なお，公示の方法は，
案の公示と同じく「電子政府の総合窓口（e–Gov）」のウェブサイトを利用して行われる。
　e–Govにおけるパブリックコメント募集の一例を図－ 2に，その結果を公示したものを
図－ 3に示す。例としたのは，都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令
の整備等に関する政令案に係るパブリックコメントである。この案件は，都市の緑空間を
民間の知恵や活力をできる限り活かしながら保全・活用していくために都市緑地法等の一
部を改正するものである。公園，緑地等のオープンスペースは，良好な景観や環境，にぎ
わいの創出等，潤いのある豊かな都市をつくる上で欠かせないものであり，災害時の避難
地としての役割も担っている。この様に多くの役割を担っている都市の緑空間をさらに活
用するために法改正されたのである。この改正では，さらに，都市内の農地も，近年，住
民が身近に自然に親しめる空間として評価が高まっていることから，それについても見直
された。
図－ 1　意見公募手続の流れ（国の行政機関）
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図－ 2　e–Govにおける意見募集画面の例
図－ 3　e–Govにおける意見募集結果の公示の例
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　パブリックコメントの実施方法は次のものであり，意見提出件数は 4件であった。
　①募集期間：平成29年 5 月10日（水）～平成28年 6 月 8 日（木）
　②周知方法：電子政府の総合窓口（e–Gov）
　③意見提出方法：電子メール，FAX及び郵送
　提出された意見への対応は図－ 4のようであった。
　この事例は，都市公園法，都市緑地法，生産緑地法，都市計画法，建築基準法に関わる
改正であり，❶都市公園の再生・活性化と❷緑地・広場の創出および❸都市農地の保全・
活用を目指すものである。この改正に至った経緯としては，緑豊かなまちづくりに向けて，
以下のような課題が顕在化していることがあった（国土交通省資料より）。
　量的課題 － 一人当たり公園面積が少ない地域が存在
 － これまで宅地化を前提としてきた都市農地は，減少傾向
　質的課題 － 公園ストックの老朽化の進行・魅力の低下，公園空間の有効活用の要請等
 ⇒ 一方，使い道が失われた空き地が増加
　一方，地方公共団体は，財政面，人材面の制約等から新規整備や適切な施設更新等に限
界があるため，民間によって❶から❸の目指す事柄を達成しようとするものである。この
改正の背景には，「経済財政運営と改革の基本方針2016」,「日本再興戦略2016」（閣議決定）
において都市農地の確保，保育所の公園占用特例の一般化等を措置するよう位置付けたこ
とがある。
　❶ 都市公園の再生・活性化では，都市公園で保育所等の設置を可能とすること，民間事
業（民間事業者が広場整備等の公園リニューアルを併せて実施することも可能に），公園内
図－ 4　意見募集の結果と対応の例
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の PFI事業に係る設置管理許可期間を10年→30年に延伸すること等が改正のポイントであ
る。
　❷ 緑地・広場の創出では，これまで公的機関が担ってきた市民緑地の整備を民間により
促す制度（固定資産税等の軽減措置）の創設，緑の担い手として民間主体を指定する制度の
拡充が行われる。
　❸ 都市農地の保全・活用では，生産緑地地区の一律500m
2
の面積要件を市区町村が条例
で引下げ可能に（300m
2
を下限）し，さらにその生産緑地地区内で直売所，農家レストラン
等の設置を可能にした。また，新たな用途地域の類型として，農業の利便の増進を図りつ
つ，これと調和した低層住宅に係る良好な住居の環境を保護する用途地域となる「田園住
居地域」を創設することも含まれている。
　このような，国全体での都市公園等の利用のあり方を変え，民間主体による事業展開等
を大きく促すようになる重要な改正事案にも関わらず，上述したように意見提出件数はわ
ずかに 4件である。
　当然，議会による議論を経て改正されるものではあるが，それを考慮しても意見は少な
い。その要因としては，意見募集期間が 1ヶ月と限定的であること，改正の内容を知るた
めに関連情報として提示されているのが改正の概要（ 4ページ構成，図表等はない）だけで
あり，それを入手するには e–Govからダウンロードするか，国土交通省都市局公園緑地・
景観課での配布されるものを直接受け取るしかない。さらに，改正のポイントや改正によ
り新たに生み出されると期待される民間事業のイメージ等の詳細情報を知るには，国土交
通省のホームページを検索し，資料をダウンロードする必要がある（規制の事前評価書及
び評価書要旨も国土交通省ホームページで公開）。対象案件に関心を高く持ち，自ら情報を
得ようとしないと意見募集へ対応できない状況にあると言える。
URL: http://www.mlit.go.jp/toshi/park/toshi_parkgreen_tk_000073.html
URL: http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_ 
 000006.html
　この法改正による目標・効果として，次のような KPIを設定しているのであるから，こ
れらを達成するにも，より民間主体からの意見を得る状況を生み出すべきだと考える。
• 民間活力による公園のリニューアル約100件（2017～2021［2017： 5 件↗ 2021：40件］）
• 民間主体による市民緑地の整備約70件（2017～2021［2017： 5 件↗ 2021：25件］）
2）地方自治体によるパブリックコメント
　次に，地方自治体におけるパブリックコメント制度の実施例として広島市における都市
計画マスタープランを見てみる。
　都市計画マスタープランは，都市計画法第18 条の 2に規定される「市町村の都市計画に
関する基本的な方針」の通称であり，長期的な視点に立った都市づくりの目標やその実現
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に向けた方向性を明らかにすることを目的としている。
　広島市では，平成22年度より，平成13年に策定した都市計画マスタープランの見直しを
進めていたが，平成25年 8 月30 日，平成42年を目標年次とする新たな「広島市都市計画マ
スタープラン」を策定した。これは，「世界に誇れる『まち』広島」の実現，すなわち，
1）活力とにぎわいにより，中四国地方の発展をリードする都市，
2）地域資源を生かした多様で個性的な魅力により，活発な交流が生まれ，平和への思
いが共有される都市，
3）誰もが快適に生き生きと住み続けることができ，幸福が増進される都市　
を都市づくりの目標に置き，これを実現するため，“市街地の無秩序な拡散を抑制し，公共
交通にアクセスしやすい場所に居住機能，生活サービス機能などを集積する”集約型都市
構造への転換をめざすものである。
　改定までの経緯は次のようであった（広島市資料）。
　改定素案に対する市民意見募集は，平成25年 4 月24日から 5月10日まで行われた（17日
間）。その周知方法は，広島市ホームページへの掲載，市役所（都市整備局都市計画課）・
区役所（建築課）・公文書館等での概要版パンフレットの配布を行うほか，市政出前講座な
ど様々な場面を活用して情報提供を行うものであった。本編冊子は2,000部作成され，政令
市（19市），近隣市町（ 3市 4町）及び市内の高校大学等（75校）・図書館（12 館）などに一
冊ずつ配付された。その他，まちづくりに関心を持つ住民や企業，団体などの希望者への
無償配付も行われた。広報紙への募集記事の掲載（市民と市政 4月15日号）や市政記者ク
ラブへの情報提供もされた。また，改定素案とその概要版は，都市整備局都市計画課のホー
ムページからダウンロードして見ることが出来るようにされていた。 
年　月 検討内容 市都市計画審議会
平成24年度
（2012年度）
4月
5月
6月
7月 ●改定の骨子案を作成 改定の骨子案を審議（ 7月13日）
8月
9月
10月
11月 ●改定の概要案を作成 改定の概要案を審議（11月28日）
12月
1 月
2 月 ●改定素案（たたき台）を作成 改定素案（たたき台）を審議（ 2月 8日）
3月
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　意見の応募方法は，郵送，ファックス，窓口への持参，ホームページの応募フォームの
いずれかの方法で提出することとなっていた。
　先の国土交通省による都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴い実施されたパブ
リックコメントと比較すると，募集期間は約1/2と短いものの，積極的な情報提供は行われ
ている。
　しかしながら，出された意見は16件（ 8人（団体含む））であり（表－ 1），そのうち 2件
が採用されたに過ぎない（図－ 5）。
　改定素案が作成されてから市議会建設委員会への説明を経て市民意見募集を行い，改定
に到るまでの経緯を次に示す（広島市資料に筆者が加筆）。
区　分 内　　訳
性　別
男性 女性 団体
7人 0人 1人
年　代
40代 50代 60代 団体
3人 3人 1人 1人
居住地
西区 市外 東区，安佐北区，佐伯区
3人 2人 各 1人
応募方法
HP FAX
6 人 2 人
表－ 1　広島市の都市計画マスタープラン改定素案に対する市民意見応募状況
図－ 5　広島市の都市計画マスタープラン改定素案に対する市民意見の内訳
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　なお，各意見に対する広島市の考えとして述べられている内容を参照に示す。
　広島市における市民意見公募の目的は，
市の計画や条例の意思決定過程において，市民の意見を聴き，その意見を考慮して計
画や条例の策定等を行うことにより，市民の市政参画の推進を図り，もって市民主体
の市政の実現を図ることを目的としています。
である（下線は筆者による）。
　市民意見公募手続の対象は，
　（ 1）市政全般又は市政の各分野における基本的な計画
　（ 2）本市の基本的な方針又は制度を定める条例
　（ 3）市民に義務を課し，又はその権利を制限する条例（金銭の徴収に関する部分を除 
　　　  く。）
　（ 4）市長が必要と認めるもの
　　　  ※計画や条例を緊急的に策定等する必要がある場合は，実施しない場合がある。
である（議会の議決を要するものにあっては，その案）。　
　なお，意見は，市内外の在住に問わず，誰でも提出することができる。
平成25年度
（2013年度）
4月
●改定素案を作成
●改定素案を市議会建設委員会に説明（ 4月19日）
●市民意見の募集
5月
6月
7月 ●改定案を作成
改定案を審議・答申
（ 7月25日）
8月 改定
募集期間
 4月24日（水）～ 5月10日（金）
意見提出人数
 8 人
意見項目数
 16 件
・改定素案への賛同意見 1 件
・意見を踏まえ一部記述を修正 2 件
・意見の趣旨が既に改定素案に 4 件
　盛り込まれているもの
・個別事務事業に対する意見で 9 件
　あり，今後の参考とするもの
期間がわずか
2週間少々
意見を出したのは
わずか 8人
プランに反映
された意見は
わずか 2件
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　広島市は平成22年に市民の市政参画の推進に関する要綱をとりまとめている。これは，
市民の市民による市民のための市政の実現を目指す本市にとって，市民の知識又は経
験を市政に生かすことが重要であることにかんがみ，市民が市政に参画するための基
本的な事項を定めることにより，市民の市政参画の推進を図り，もって市民主体の市
政の実現を図ること。
を目的としている。そして，基本的な姿勢として
第 2条　市長は，市政に対する市民の自発的かつ率直な意見，提案等（以下「市民意見
等」という。）を聴く機会を確保するものとする。
2　市長は，次節から第 4節までに規定するところにより市民意見等を聴いたときは，
当該市民意見等を市政に反映させることが適当であるかどうかを速やかに検討すると
ともに，市民意見等を市政に反映させることが適当であると認めた場合は，その反映
に取り組むものとする。
を示している。確かに，実施された市民意見募集では，市政に対する「市民意見等」を聴
く機会を確保しており，市政への反映にも取り組んでいて，市民の市政参画の推進は図ら
れている。
　しかし，事例を見ると，“「民の知見」を引き出すことを官民協働で生み出している”とい
う状況には至っていないと判断せざるを得ない。
　これは，市民意見募集にあたり，当該対象計画等の案及び参考資料について閲覧又は配
付をするのみで，積極的にその内容を市民に伝え，そして「民の知見」を引き出すことがで
きていないからであると考える。
　そこで，以下では，「民の知見」を引き出す手法を見出すために，アメリカ合衆国オレゴ
ン州の Portland市における都心部再開発プランである Broadway Corridor Development，
及び，都市戦略プランである Central City 2035，それぞれの策定における市民意見募集の
制度・仕組みと，それに寄せられた市民意見及びそれへの対応について分析していく。
3．Broadway Corridor Developmentにおける Community Engagementによる市
民意見の反映
　Broadway Corridor Developmentとは，Portland市の古くからの中心である Old Town/
Chinatownと，多くの人々の注目を集めている再開発エリア Pearl District neighborhoods 
の 2エリアに隣接するBroadway Corridorエリアの再開発計画のことである
5）
。このBroad-
way Corridorの再開発はポートランド市の経済力と活力を高め，コミュニティに対して便
益をもたらす良い機会と捉えられている。とりわけ，エリア中心にあるUSPS（米国郵政公
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社 United States Postal Service）の跡地は，Portland市のWest Quadrant Planにおいて，多
くの雇用を生み出し，市の魅力を示すシンボル的なものとなる重要な場と位置付けられて
いる。
　Broadway Corridorエリアの面積は24エーカーで，西半分が USPS，東側に Union Station
（共同使用駅）がある（図－ 6）。この Union Stationは1896年に建設されたもので，Amtrak
（アムトラック ; 全米鉄道旅客輸送公社）のハブとなっている。今回の再開発では，この駅
に Portland市のゲートウエイとしての役割を持たせることを目指している。
　当該エリアの再開発戦略を決定するにあたっては図－ 7に示すようなマルチフェイズ・
プロセスが導入されている。Framework Plan；構想（2015）から Scoping；検討範囲の絞り
込み（Winter 2017），Solicitation；開発パートナーへの要請の確定とパートナー選考（Sum-
mer 2017）を経て，Master Plan；マスタープラン（Fall 2017），そして Implement；実装
（Fall 2018）までと構想から実装まで約 4年という期間をかけ，さらに複数の委員会やチー
ムでの検討と併せて，Community Engagementにより，その内容を高めていく枠組みと
なっている。
　Community Engagementは，公共事業の計画策定を，自治協議会・コミュニティ・ボラ
ンタリーセクター・法定セクター等が協働して取り組む新しい方法であるCommunity Plan-
ningの一手法で，コミュニティでの計画とデザインを生み出す手法である。すなわち，地
区の計画づくりを地区の住民が行うもので，それを行うために地区計画（コト），住民自治
組織（ヒト），基金（カネ），行政を結び，カウンシル（自治組織）が地域住民のコミュニ
ケーション・情報収集・議論・検討の場を公式に用意するものである。
　Broadway Corridorの再開発では，Community Engagementとして，すべてのコミュニ
（http://www.pdc.us/our-work/urban-renewal-areas/river-district/current-projects/broadway-corridor.aspx）
図－ 6　Broadway Corridor Development Area
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ティ（neighborhoods）が再開発に携わる機会と便益を得る機会を，その計画策定や再開発
事業に関して保証している。それと同時に，a.再開発のパートナーとなること，b.将来に
向けてのマスタープランを用意すること，c.必要な公益を決定すること　を要請される。
　日本における，ほぼ完成した政策案や開発計画案に対してパブリックコメントを一度実
施するのみという仕組みとは大きな差があることがわかる。住民・民間事業者・行政が，
それぞれの責務を果たしつつ三者共創していくという観点が，この Broadway Corridor再
開発では見られる。とくに，コミュニティは計画立案や事業策定に大きな関わりを持てる
ことが保証されていると共に，パートナーとなる，どのような公益がもたらされるかを確
定するなどの責務が伴っており，単に（ある意味無責任に），意見を述べるという立場には
ない事に，計画立案側とこれにより便益を得る側の関係性に，日本におけるものとは，大
きな差のある事を認識させられる。
　さらに，関連する委員会（Stakeholder Advisory Committee，Technical Advisory Commit-
tee，Steering Committee）が議論するにあたって，Public Open Housesと Online Participa-
tionによってもたらされたコミュニティや人々からの意見を参照するという点も大きな違
いである。Public Open Housesは，Broadway Corridor再開発を進める PDC（Portland開
発局；Portland Development Commission，現在は Prosper Portlandに名称変更）が地域に
 
 
図−７ A multi-phase process to determine the development strategy for the area 
(http://prosperportland.us/portfolio-items/broadway-corridor-framework-plan/) 
 
要請/選択 実装マスタープラン構想 検討範囲の絞込み
2015 Fall 2018
（http://prosperportland.us/portfolio-items/broadway-corridor-framework-plan/）
図－ 7　A multi- hase process to determine e development strategy for the area
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出向いて，再開発計画の目的，その時点で考えている手法等を説明し，意見交換するもの
である。Open Houseの流れを図－ 8に示す。実際にこの Open Houseに参加したが，と
てもフランクな集まりで，日本の様に公的機関側の説明者が前で説明し，それに対して市民
が質問・意見するという対立的なものではなかった。参加者は理解を深めようと説明者と
和やかに会話し，その上で，他の方法・手段の提案や別視点の導入を語っていた（写真－ 1）。
さらに，Online Participationでは，多くの人々が理解しやすい様な資料が用意されており，
その結果，多数の意見が出されていた（図－ 9）。説明に用いられる資料（図－10）も工夫
図－ 8　Open Houseの Agenda（進行予定表）
写真－ 1　Broadway Corridor Development での Open Houseの様子
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図－10　Open Houseで用いられた説明資料の一画面（Framework Plan）
図－ 9　Online Participationにより寄せられた意見の数とその内容
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が随所に見られ，テキストとポンチ絵による説明資料だけの日本のものとは，人々にしっ
かり理解してもらった上で，自分たちは持ち得ていなかった視点からの意見を得る　とい
う観点が明確であるという大きな差があった。なお，Open Housesで用いられた資料の構
成（参加した Open Houseでの資料では，PROJECT SCHEDULE，COMMUNITY FEED-
BACK，STRATEGIC VISION，DEVELOPMENT CONCEPTS，FINANCIAL FEASIBLITY，
PREFERRED CONCEPTSという構成）や表現手法（先行事例の写真や CGの活用）につい
ては，人々の知見を引き出す手法として，さらなる分析を今後行っていく必要がある。
4．Central City 2035 Planにおける Public Involvementと Public Hearingによる
市民意見の反映
　Central City 2035 Plan（以下，CC2015）は，Portland市中心市街地エリアである Central 
Cityの都市戦略である
6）
。Central Cityはオレゴン州の中でも最も人口密度が高く，仕事の
密度も高い。ここの多様性ある都市の活力，人々が注目せざるを得ない様な魅力的な公共
空間，イノベーティブな雇用の機会，充実した公共交通ネットワーク，シンボリックな文
化的施設があり，そしてWillamette川という自然資源とつながっていることが，アメリカ
合衆国中から人々を引き寄せている。この Central Cityは10の地区で構成されている（図－
11）。
　CC2035は，この Central Cityの有するユニークな経済，交通，文化と教育のハブ的機能
が，ポートランド市民にとって，今後20年間にわたり活気に満ちた資源であり続けること
を確かなものとするための挑戦と機会を生み出すものである。具体的には，今後20年間で，
図－11　Central Cityを構成する10の地区
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このエリアで新たに38,000戸の住居（あるいは，56,000人の居住者）を生み，51,000の新た
な仕事先を生むことを目標としている。
　CC2035の立案と住民参画；Public Involvement（PI）は 5年をかけて行われている。2010
年に始まり，問題点の明確化とゴール設定が先に行われ，その成果は2012年に Central City 
Concept Planとしてまとめられた。なお，この「住民参画；PI」とは，情報公開とそれに基
づく市民意見の募集と反映といった従来の「住民参加」にとどまらず，多様な住民意見を反
映し，住民の視点を生かした政策を行うために，地域政策の計画立案，意思決定において，
行政と住民との意見交換，合意形成を行うことである。
　また，Community Engagementのプロセスは，North/Northeast Quadrant Plan（2012），
the West Quadrant Plan（2015），and the Southeast Quadrant Plan（2015）を創案する時にも
導入されており，Stakeholder Advisory Committeesや Open Houseを実施する際，さらに
は，地域に出向いての説明会である Outreach Eventでも用いられていた。これらが作られ
た後に実施された，Public Hearing（日本におけるパブリックコメントに近い）とWork Ses-
sion（比較的少人数で，誰もが均等に発言し，立って動き回り，手を動かして意見を言い合
う場。飲み物と甘いものが沢山置いてある）による多くの人々の知見を得ることを経て，3
つの Planは Central City Plan（CC2035の前の計画）をアップグレードするためのガイダン
スという位置付けを受けて採用された。
　すなわち，2010年より検討が開始された CC2035は，当初 5年間において住民参画（PI）
と Community Engagementを繰り返し実施して，CC2035を創案するための準備を行って
きているのである。
　そうして作られたのが Discussion Draft（いわゆる，たたき台の案）で，これは2016年 2
月に発表され，これについても Open Houseやスタッフが赴いての説明会（Drop-in）が関
係者や地域の人々や団体に対して実施され，150件のコメントが寄せられた（図－12）。そ
れを受けて修正された Proposed Draft（いわゆる，素案）は2016年 6 月に公表され，これに
ついても説明会（Briefing）と 2回の Public Hearing，3回のWork Sessionが実施されてい
る。この Proposed Draftについては760件もの意見が寄せられてる（図－13）。日本でのパ
ブリックコメントに該当する Public Hearingは 2回であり，とくに多いわけではないが，
より自由に意見の言い合えるWork Sessionが開かれていること，そして説明に用いられる
資料が理解しやすいものであることが，これだけ多くの意見を集めることにつながってい
ると考えられる。
　その後に，これらのWork Sessionを経て，2017年 5 月に Recommended Draft（推薦案。
日本で案として扱われるものに近い）が市議会に提出され，そこでの議論を経て修正され
た Recommended Draftが同年 9月 7日および14日の Public Hearingにて公表され，意見を
求めることになっている。そこでの意見を踏まえて市議会で再び議論され，2018年の早い
時期に CC2013が採択されることが現在，期待されている。
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　この様に，5年間かけて住民参画（Public Involvement）と Community Engagementを繰
り返して Discussion Draft（たたき台案）を作成し，そして，それが公表されてから幾度も
の議論や意見募集とそれを受けての修正を 2年以上かけて行って，ようやく採択案が完成
するのである。
　さらに，議会での議論等の透明性を確保するために，そこで行われる土地利用等に関す
る説明や市民からの意見に対する回答を，地図上で表示するアプリケーション（Map App）
を利用して人々の理解を促しつつ（図－14），オンラインで見ることができる“Testimony 
Reader”を導入している（図－15）。日本でも審議会等は原則として公開され，資料も配布
されてはいるものの，審議会が開かれる時間にその会場に居ることが必要であり，さほど
多くの傍聴人はいないのが実情である。また，そこでの議論の内容もオンラインではなく，
実施者側が内容を整理した上で議事録が時間を置いてから公開されている。これらと比較
すると，この CC2035策定における，議論やそこで使用される説明資料を誰でも見ること
図－12　CC2035の立案タイムライン（cc2035-factsheet-recommended）
図－13　CC2035の Proposed Draft（素案）に対する Public Hearing等を通じて寄せられた市民意見
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ができ，意見も言えるという公開性とオンタイム性は，特筆すべきものである。こういっ
たことが市民から多数の意見が出されることにつながっていると判断する。
5．行政機関における市民意見の反映に対する考え方
　日本における様々な都市戦略や都市計画のプランニングにおいても，市民意見の反映は
パブリックコメント制度により行われてはいるものの，基本的には行政側が創案したもの
（コンサルタントの支援を受けて創案されている事もある）の部分的な修正や，方向性に
図－15　Public Testimony Readerで示された意見
図－14　Map Appによる情報提供（www.portlandmaps.com）
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沿った意見の採用に留まっているのが現状で，プランにより生み出される成果・効果等（ア
ウトカム）を考えて抜本的にプランの内容を見直すことはなされていない。
　それに対して，Portlandでのまちづくりに関するプランニングでは，たたき台の案や素
案が市民意見等を受けて大きく変わっている。Broadway Corridor Framework Plan and 
Appendices（2015年10月 5日公開）でも示されている様に，Broadway Corridor Development
図－16　USPSの再開発プラン（予備的コンセプト）
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において，予備的コンセプト段階では図－16に示す様な複数の再開発案が提示され，費用
と生み出される雇用，住居，駐車場について比較して，それより雇用優先，居住優先，そ
れらの中間のコンセプト案が示された（図－17）。それについて市民意見募集を行い，それ
らより大きく内容を変えた修正変が示されている（図－18）。この修正案を生み出すにあ
たっては，先の 3つのコンセプト案についてアウトカム評価を行なって，修正案を創案し
ている（図－19）。
　この様に，市民意見募集を経てプランを大きく変更するという行政側の市民意見の反映
についての考え方を知るために，CC2035のプランニングに長年携わっている Portland市
図－17　USPSの再開発プラン（適正化されたコンセプト； 3案）
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都市計画及び持続可能性対策局（BPS，Portland Bureau of Planning and Sustainability）の
シニアプランナーである Troy Alan Doss氏にヒアリングを行った（2017年 2 月）。
　Troy氏によると，オレゴン州の州法において，政策・施策・開発計画等の立案において
は Public Involvement（市民参画）をする事が定められていて，計画策定過程において市民
の参画を得て，コメントより市民が求めている事，期待していることを実際の計画にしっ
かりと反映しているということであった。その時に，市民に対して，その立案しようとし
ている政策や計画の目標が州や市の政策に即しているかをしっかりと示す事も必要なこと
だとされているのである。Community Engagementを含む Public Involvementを確実に行
うことが法律により定められており，それを進める際の原則も確立されているという事で
ある。
　CC2035を検討するにあたって，まず，コンセプトプランが作られたが，これの創案にあ
図－18　修正案
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たっては，Neighborhood（地区自治組織）の代表，まちづくり NPO，利害関係のある企業
や企業団体等で構成される諮問委員会が，月 1回程度の会議を18か月もの期間行っている。
その後，この全体的なコンセプトプランを元に，各地区のコンセプトプランがさらに18か
月かけて作られた。こうして 3年間かけて創案されたコンセプトプランについては，計画
委員会でのWork Sessionで内容を確認・修正するとともに，Public Hearing（公聴会）と
Open Housesで多数の意見を得て，修正を繰り返している。なお，Public Hearingは説明
する内容をあらかじめ通知して参加してもらい意見を得るもので，その内容に関しての利
害関係者が参加している。一方，Open Housesは誰が参加しても良いものとなっている。
　その後，計画委員会が修正した案を市議会に提出し議論するが，そこでも市民が直接意
見を言えることになっている。
　市議会で議決された案は，再度，市民にレビューされ，意見を得ている。この時には，
生み出される交通機関の姿やそれで生起されるトリップ，居住地やオフィス等のインフラ
の姿，持続性の評価，経費面の評価などが，その根拠となったバックグランド情報とも合
わせて公開され，市民の理解を促進している。この時には，Open Housesを行うことはも
ちろんのこと，計画の内容を知りたいという市民がいれば，赴いて説明を行うこともされ
ていた。その結果，作られたのが2016年 6 月に公表された Proposed Draft（素案）である。
　このように，行政側は計画等の立案において，市民の意見を引き出し，それを計画内容
に落とし込んでいくプロセスを繰り返し行なっている事を理解した。
　この市民の意見を引き出していくために，様々な意見を述べる機会を創案の各段階で設
けている事に加えて，計画等の内容を市民に理解してもらう努力も行われていた。作成す
図－19　各コンセプトのアウトカム評価（交通体系に関して）
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る文書は，市民が十分に理解できる様な言葉の使い方等の工夫がなされており，計画者語
と言われるような専門語やその分野で用いられる省略語については，コミュニケーション
スタッフが文書レビューし，加筆修正している。さらに，言語レベルを中学生でも理解で
きるものとする事，多言語に翻訳する事も行われている。
　筆者も経験したが，不特定多数の人が参加するOpen Housesでは，タイムスケジュール
に余裕を持たせ，質問があればそれをしっかりと答えられる時間を設けるようにしている。
　さらに，開発等における市民と企業・企業体との対立が生じた際には，どちらか一方の
意見が採用されると，他方が意見を強く言うことになるため，行政側は両者の意見をバラ
ンスよく汲み取って創案するとのことであった。こういった計画立案者としての技量を行
政側が獲得している点も重要である。加えて，Portland市において，様々な利害関係者が
計画等に対して意見を述べるが，その意見は自分達の事を考えての意見ではなく，その計
画等の実施により生み出される事柄を高めるための，目標を実現化するための意見が発せ
られるという事で，市民自身の（企業・企業体も）まちづくりに関する知識と理解，想像力
が高いレベルにあると思われる。この観点で，日本はまだそのレベルにはなっていないと
言える。
　以上，Portland市における各種政策立案では，多くのステークホルダーの知識・経験を
立案に活かせるように，日本の様な一方的なドキュメントによる情報提供と意見聴取だけ
でなく，Public Open House，Visioning Workshop，Table Discussionといった手法を駆使
して計画の内容の理解に努めており，提示される資料も相当に考えられている。
　こういった事を積極的に進める事が出来ているのは，結局，コミュニティの多様な意見
を反映することが，より良い政策，戦略立案にはとても重要であることが，行政側にもコ
ミュニティ側にも，経験と実績を踏まえて浸透していると言える。
6．市民意見反映についての考察
　日本における市民意見の反映を進める方法としてのパブリックコメント制度（意見公募
手続制度）と，Portland市での Community Engagementあるいは Public Involvementと
いった制度には，その制度の根源的な意図の面で大きな差があることが判明した。
　市民からの意見を得ることが計画等をより良いものとするという認識，目標・目的を達
成するには，市民意見等を翻訳し，汲み入れて素案から大幅に変更された案となる事を厭
わないという考え方を，すぐに日本において展開することは難しいと考えられるが，以下
の手法の導入は可能と考える。
1）公開資料の工夫
　Portland市での市民意見募集と反映の進め方において，とくに参考にすべきは公開資料
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の工夫であろう。計画等の内容だけでなく，そのコンセプトやプランを創案するに至った
バックグラウンド資料がしっかりと示され，さらに，計画等によって生み出される事柄も
示されている。例えば，CC2035の Recommended Plan（2017年 6 月公開）の構成は次のも
のである。
　これら資料には，市民の理解を促せるように，イラスト，CG，写真，図表等が多数用い
られており，また，誰でも入手可能になっている。また，地図上に計画内容を表示できる
Webサイトが用意されている（図－20）。さらに，これら資料に関してのアクセス困難な者
への対応，多言語使用者への通訳・翻訳についても対応している。
2）制度変更
　市民意見を募集する期間を延長することと，計画案を説明して意見を得る機会を設ける
項　目 内　容
1． 目的と政策 長期ビジョン
2 A. 交通システム改善計画 目的，パフォーマンス目標，街路の種別
2 B. ゾーニング（土地利用） 規制手段
3 A. 景観資源保全計画 景観規制手段，経済・社会・環境・エネルギー分析
3 B. 自然資源保全計画 自然の状態，生態学的機能
4． バックグラウンド情報 従前の計画の内容とその成果としての現状分析
5． 実施計画 目標とアクションプラン
6． 市民参画 市民参画プロセスの情報
図－20　Map Appによる都市戦略・都市計画の理解（www.portlandmaps.com）
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ことは可能と考える。例えば，広島市の『市民の市政参画の推進に関する要綱』では，「第
3章 施策の意思決定過程等における市民参画の推進」において，市民意見等の公募の期間
については“市長が対象計画等の案を公表した日からおおむね 1か月間とする。”（第12条
第 4 項）としているが，これを延長して市民への案の理解を促した上での意見募集とする
ことである。また，単に期間を延長しただけでは意見を得る事を増やしにくいと考えられ
るため，案について広く理解を促す機会を設けるべきである。先の広島市の『市民の市政
参画の推進に関する要綱』でも，市民意見等を聴くための場として【まちづくりワーク
ショップ】が規定されている（第 4節 まちづくりワークショップ）。これは，“参加した市
民全員がまちづくりに関する作業，体験等をした上で，それぞれが意見，提案等を述べ，
議論し，市長に対する提言を取りまとめるまでの一連の過程”（第19条第 2項）とされてお
り，市民参画を意図したものとなっている。この様な制度を実効性のあるものとするため
に，現在は，“市長は，まちづくりの推進に関し市民意見等を聴くため，必要に応じ，まち
づくりワークショップを開催するものとする。”となっているものを，原則開催に変更する
事を検討すべきであろう。また，開催の周知の方法についても，“市長は，まちづくりワー
クショップを開催するときは，原則として開催日の 1週間前までに，市長が適当と認める
方法により，市民に対し，その開催について周知を図るものとする。”となっているが，多
くの市民が情報を得られるような手段による周知とすべきであろう。
　これらは広島市の事例であるが，先進的な都市（例えば，京都市では市民参加推進計画
を有しており，積極的な市民参画を進めている）を除くと同様な状況にあるため，検討す
べき事項と考える。
3）コンサルテーション機能の導入
　主にヨーロッパ諸国では，政策決定過程において，手続の適正性や参加の観点から，広
く国民の意見を募る手続として「コンサルテーション」（Public Consultation）が実施されて
いる。コンサルテーションとは，政府が新たな政策や規制等の措置を講じようとする際に，
利害関係者や地域住民等の意見を聞き，双方向のコミュニケーションをはかる手続である
7）
。
これは，パブリックコメント手続を中核としながらも，その前段階の非公式な協議や公聴
会，諮問形式なども含む，広い概念である。OECDでは，コンサルテーションを実施する
ことの意義を，決定に資する情報の獲得，規制や施策の質的向上，政策過程への参加によ
る関係者や住民のコンプライアンスの向上とその結果としての実施コストの低減，決定に
対する正統性の獲得などであるとしている
8）
。
　政策形成に影響を及ぼし得る実質的な参加の場としてコンサルテーションはあるものの，
原案修正が困難な場合でも有効な手段とされている
7）
。それは，説明会で担当者が市民や
利害関係者へ問題状況，現状，計画の目的と内容等を説明し，その反応を確認しながら，
市民等と対話を重ねることで「説得」が続けられ，その結果，市民等に計画の目的・内容
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等が理解され，それが正統化されていくからである。市民がコンサルテーションに参加す
る意義は，たとえ原案修正が適わない場合でも，将来的な課題設定を自ら行うという，計
画の“自分ゴト”への転換として存在すると言える。
　これはPortland市のTroy氏がPublic Involvementを行うことの重要な意義として，“人々
が自分の意見をしっかり言う機会があったということが，また，そう言えたという自覚を
持ってその場を出て行ってもらうことが大きい。これにより，計画への関与・関心が高ま
り，計画を展開する時には支援者となる。これが大切なキーと考えている。」”と語ったこ
ととも整合している。
　行政が進める計画であって自分とは直接的な関わりはないものという感覚を，自分達が
進める計画であるという感覚へ変容させることは，日本においても重要なポイントであろ
う。
　そして，コンサルテーションの重要な意義（市民の計画案についての理解を対話によっ
て促し，そして市民からの意見を案に反映すること）を果たすためには，効果的な対話を
行うために充分な情報を行政が市民に対して提供すること，そして，計画の方向性や目標
等を定める段階から市民意見を募集して反映することである。具体的な案が出来上がって
から意見を求めても，内容が専門的すぎて市民には難解なものとなり意見を出しにくい。
それよりも，方向性について意見を求めていく方が，より多くの知見を得ることにつなが
る
9）
。
　なお，コンサルテーションも Portland市での Public Involvementと同様に複数回実施さ
れるもので，それにより行政担当者にも利害関係者にも大きい負担を与えるが，コンサル
テーションが案に対して実質的な影響を与えるという認識があるため，受け入れられてい
る。
7．終 わ り に
　本論文でテーマとした，まちづくりにおける市民意見の反映については，パブリックコ
メント制度が導入されて以降，幾度となく議論されてきたことであるが，従来の議論が制
度の実施状況の分析や市民意見反映の不十分さの指摘にあったことに対して，筆者はより
意見を集め反映する手法について重点をおいて事例分析を行った。
　これは筆者が関わった広島におけるサッカースタジアム建設が未だに市民の反発を受け
て実現化へと進めていけていないことに端を発する。今回の研究を通じて，やはり，計画
の構想段階から，住民を始め，ステークホルダーと目指すべき方向について意見交換を行
い，意見を踏まえて案の修正を重ね，かつ，それによる経費や効果・便益を提示して理解
を深めることをすべきであったと反省の思いである。
　まちづくりを進めるにあたって必要なことは，屋井が2010年に述べた
10）
ように「必要な
ことは計画づくりを国民と共有するオープンな取り組みに変貌させることであり，これか
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らの計画は外部との共有技術でなければ展望は開けない」である。
　そのためには，人々に，“多くの人々の知恵・資源を利用することが，より良い公共的な
‘コト’を決めていくことにつながる”という，まちづくりの文化を醸成していくことが大
切であると考える。また，政策・計画立案者は，当初の案が大きく変化することを，良い
ことだと思える度量を獲得してくことが大切である。
　本論文では，Portland市の事例から，Public Involvementや Community Engagementの
考え方による，市民意見の計画策定と政策策定への反映について，創案とその情報提供，
意見獲得，案修正というスキームが積層的に構築されていることを明らかにした。
　まちづくりにおける市民意見の反映を現実的に進めていくには，さらに，Public Consul-
tationのスキームを分析すること，そして市民への情報提供の手法，意見への対応とそれ
による案修正の進め方を分析する必要があり，今後の研究課題としたい。
　本論は2016年度広島修道大学ひろみら研究領域（共同研究）「Community Engagementを
活用した住民・民間事業者・行政の三者共創による都市戦略立案についての研究」（代表：
三浦浩之）による研究費補助金により実施した研究の成果の一部である。
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ご意見の要旨 市の考え方
1 　目標と方針は，よくできていると思う。
　特に「少子高齢化」 といった言葉でなく，
「人口減少社会」 と明記したことは高く評価す
る。「交流人口の拡大」 をうたっていることも，
「人口減少社会」 を含めた （踏まえた） 今後の
広島市の発展の方向性を示すものとして評価
する。
　せっかくよい目標と方針ができているので，
今後，具体的な事業計画を作成していく段階，
あるいは実施していく段階では，このプラン
の視点に基づく具体的な施策，事業が行われ
ることを期待する。
　「第 3章 都市づくりの目標と方針」 に示した
都市の姿が実現できるよう，本マスタープラ
ンを活用し，関係分野間で連携をとりながら，
着実に取組を進めます。
2 　全国どこの都市でも記載されている画一的
な内容に思える。これが広島！！というような
独自性を出せないだろうか （例えば，都心部に
スピード感をもって賑わい施設を集中させ
る）。
　大阪，東京，仙台などと街中の活気がぜん
ぜん違う。人をひきつける魅力ある都市とな
るような計画を期待する。
　都市計画マスタープランは，長期的な視点
に立った都市づくりの方針やその実現に向け
た方向性を示すものであり，具体的な施策に
ついては，これらを踏まえて，個別に検討，
実施します。
　例えば，都心の整備に関しては，広島独自
の取組として，第 4 章の「めざすべき都市構
造」で広島駅周辺地区と紙屋町・八丁堀地区
を東西の核とした「楕円形の都心づくり」を
進めることとし，第 5 章の 「市街地整備の方
針」 においては，都心の求心力を高めるため，
都市基盤の再整備や都市機能の集積を図るこ
となどの方針を示しており，こうした方針に
沿って具体的な取組を進めます。
　なお，ご意見を踏まえ，魅力ある都市づく
りの方向性がイメージしやすくなるよう，表
現の工夫を検討します。
3 　全般的に今生活している市民向けのマス
タープランとして強く感じられるので，広く
域外から人を呼び込むと同時に，それによっ
て市民が成長していくということも加える必
要があるだろう。
　ご意見を踏まえ，市民と来訪者との交流の
意義について，表現の修正を検討します。
4 　都市計画にあたっては交通体系の整備は重
要だと考える。
　都市交通は，市民の日常生活や都市活動全
般を支える基盤であるとともに，低炭素型都
市づくりや活力・にぎわいの創出などにおい
ても重要な役割を担っています。
　本マスタープランでは，こうした認識の下，
交通体系の充実・強化に向けて取り組むこと
を示しています。
5 　「交流人口」 に関する利便性の向上の考え方
が不十分ではないか。交流人口を拡大し，都
市間競争に勝つためには，「魅力」 だけでなく，
　広域交通に関しては，第5章の 「都市施設の
整備・活用の方針」「（ 1） 交通」 において，都
市間の交流・連携を促進するため，広域的な
参考資料：
広島市都市計画マスタープランの改定素案に寄せられた市民意見に対する市の回答 （考え方）
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「利便性」 が必要だ。にぎわいと知名度だけで
はいつまでも客は来てくれない。
　今回のマスタープランには，広域交通とし
て JRと広島電鉄のみを記載し，都市内での流
動対策しか書き込まれていない。せっかくの
目標と方針がまだ十分反映できていないので
はないか。
公共交通サービスの充実を図るとともに，高
速道路インターチェンジや空港，港湾などへ
のアクセスを強化する自動車専用道路の整備
を進めるという方針を示しています。
　具体的な取組としては，都市間バスの充実，
広島空港への公共交通アクセスの向上，広域
連絡幹線道路及び広島高速道路の整備などを
例示しています。
　今後，こうした取組を中心としながら，交
流人口の拡大に向けて，広域交通の利便性向
上を図っていきます。
6 　西区商工センターの西部流通業務地区・団
地は，本市の流通業 （卸売，輸送，倉庫） の拠
点としての役割を担ってきたが，異業種や外
国資本・国内大手の進出などにより，大半を
占める中小企業は，既存の枠組みの中での経
営が難しくなっている。
　こうした状況を踏まえ，同地区・団地内で
立地可能な業種及び施設規模等の自由度を増
していただきたい （団地内のゾーニングの見直
し，複数の事業者による共同店舗・工場の許
容など）。
　また，同地区・団地内での飲食店・小売店
等の立地が進んでいるほか，地区・団地の周
辺でも大型小売店の建設計画が示されており，
今後，アルパーク方面からの徒歩での人の移
動が飛躍的に増加すると予想されるため，ア
ルパーク西棟から広島サンプラザ前までのペ
デストリアンデッキをさらに南側まで延伸し
てほしい。
　西部流通業務地区・団地は，「第4章 めざす
べき都市構造」 に示す広域的な都市機能を担う
拠点地区である 「井口・商工センター地区」 の
中核をなすエリアであり，流通機能の強化に
より，活力と魅力ある拠点の形成を図ります。
　これを受け，第5章の 「都市施設の整備・活
用の方針」「（ 5） その他」 においては，流通業
の業際化やニーズの多様化などの動向を踏ま
えながら，地域の一層の活性化に向けて取り
組む旨の方針を示しています。
　なお，ペデストリアンデッキの延伸につい
ては，今後の取組の参考とさせていただきま
す。
7 　区別の整備構想などが細かく書かれている
が，住居など市民生活の快適さを求める区割
り等が将来は必要になると思う。今後は，こ
れに沿った規制，優遇措置などの施策が必要
だろう。
　まちづくりに関する課題やニーズは地域ご
とに異なっており，良好な居住環境を形成する
ためには，行政区などの大きな範囲ではなく，
身近な生活エリアを対象とした地域主体のま
ちづくりを促進することが必要と考えます。
　そのため，第5章の「土地利用の方針」「（ 4）
きめ細かな土地利用の誘導」に示すとおり，住
民による土地利用計画の策定に対する支援や
地区計画の策定などにより，地域特性に応じ
たきめ細かい土地利用の誘導を行います。
8 　観光目的に週末だけでも広島駅，平和公園，
宇品，マリーナホップ等をめぐる巡回バスを
設けていただきたい。イメージは神戸。
　都市計画マスタープランは，長期的な視点
に立った都市づくりの方針やその実現に向け
た方向性を示すものであり，具体的な施策に
ついては，これらを踏まえて，個別に検討，
実施します。
　いただいたご意見については，所管課に伝
え，今後の具体的な取組に当たっての参考と
させていただきます。
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9 　マリーナには水辺で遊べる施設を設けてい
ただきたい。
【補足事項】
（9 のご意見について）
・マリーナは，海洋性スポーツの振興及びレ
クリエーション活動の普及を図るために設
置されるプレジャーボートやヨット等の係
留・保管施設であり，マリーナでは，「広島
県マリーナ条例」 によって，遊泳や釣りな
ど管理上支障となるおそれのある行為が禁
止されています。したがって，マリーナそ
のものに，水辺で遊べる施設を設けること
は困難ですが，広島観音マリーナのように，
マリーナの隣接地に，水に触れながら遊ぶ
ことのできる親水公園が整備されていると
ころもあります。
（11 のご意見について）
・「交流人口」 のターゲットについては，様々
な地域からの交流を念頭に置いており，取
組によって異なりますが，観光分野におい
ては，県内や中国地方等近隣からの 「交流
人口」 を基盤にしつつ，関西圏，関東圏，
さらには海外からの 「交流人口」 の拡大に
取り組んでいます。
（13 のご意見について）
・大規模跡地の活用に関する検討状況をご参
照ください （14 及び 15 の欄）。
10 　地域の活性化や賑わいの創出，観光面等を
考慮しひろしまドリミネーシヨンのようなラ
イトアップ事業を継続的に推進していただき
たい。
11 　「交流人口」の範囲やターゲットが不明確で
はないか。
　海外からの集客を目指すのか，東京や大阪
など大都市圏なのか，山口，島根，愛媛と
いった他県なのか，あるいは，呉，東広島，
岩国といった周辺都市なのか。
12 　中四国地方の中枢性という観点で広域から
人を集めるという仕掛けが読み取れないので，
具体的な骨組みがほしい。
13 　スポーツ・文化・芸術・教育などの観点か
ら広島を活性化するため，人が集まる，楽し
む，明るくするような競技会・大会など催し
物ができる会場が必要ではないか。
14 　旧市民球場跡地にはドーム型の運動施設を
設けていただきたい。
　都市計画マスタープランは，長期的な視点
に立った都市づくりの方針やその実現に向け
た方向性を示すものであり，具体的な施策に
ついては，これらを踏まえて，個別に検討，
実施します。
　いただいたご意見については，所管課に伝
え，今後の具体的な計画づくりに当たっての
参考とさせていただきます。
　なお，旧広島市民球場跡地及び広島西飛行
場跡地の活用に関する検討状況は次のとおり
です。
（旧市民球場跡地）
　市民の各界各層で構成する旧広島市民球場
跡地委員会の最終報告や市議会での議論を踏
まえ，今年3月 27日，「旧市民球場跡地の活用
方策」 を公表したところです。
　この中で，球場跡地に導入することが望ま
しい機能は，「文化芸術機能」 と 「緑地広場機
能」を中心とする機能及びこれらを補完する
機能としました。
　活用のイメージとして，「緑地広場エリア」，
15 　広島西飛行場跡地の太田川放水路に面した
敷地の一部に漕艇の基地の設置を希望します。
対岸にある艇庫の移設整備，河川への昇降路
の整備等をしていただければ広島市のスポー
ツ振興の一躍をになうもの考えます。
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「文化芸術エリア」 及び 「水辺エリア」 の 3 つ
のエリアを設定し，段階的に整備を行うこと
を示しています。
　なお，サッカースタジアムを含むスポーツ
複合型機能については，サッカースタジアム
検討協議会において球場跡地を適地とする具
体案が取りまとめられた場合に，その時点で
改めて比較検討を行い，導入対象とするか否
かを判断することとしています。
（広島西飛行場跡地）
　広島県と広島市は，跡地活用の基本的な考
え方や導入機能等を盛り込んだ 「広島西飛行場
跡地活用ビジョン」 を今年5月に策定しました。
このビジョンでは，跡地に主たる機能として 
「新たな産業 （雇用，にぎわい）」，「スポーツ・ 
レクリエーション」，「広域防災」 の3つの機能
を導入することにしています。
　ビジョンは大まかな方向性を示すものであ
り，跡地に導入する施設の内容，規模及び配
置などについては，今後，検討していくこと
になります。
　跡地活用の実現に向けては，民間活力の導
入を基本としており，広島県とともに民間事
業者と協議をしていくことになると考えてい
ます。
16 　街づくりや既存交通手段を考慮すると，現
在の八区体制を改め，次の六区体制にするの
が効率的ではないだろうか。
（ 1） 中区＋西区
（ 2） 南区＋安芸区
（ 3） 東区＋安佐北区（旧高陽町・白木町）
（ 4） 安佐北区（旧可部町・安佐町）＋安佐南区 
（西風新都以外）
（ 5） 佐伯区（西風新都以外）
（ 6） 西風新都
　都市計画だけでなく，市政全体に関わるご
意見であるため，所管課に伝え，今後の参考
とさせていただきます。
